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Abstract
This research clarifies the actual condition of the consciousness of the manager about the parent
enterprise of the Hokkaido companies in the environment of a venture boom, and makes it the main
subject to solve the peculiarity of different entrepreneurship from an another district. Moreover, it is also
making to clarify the management-factor for the within-the-prefecture company growing more greatly
than future into the purpose by investigating and analyzing consciousness of the manager in Hokkaido
about the management actual condition, its strategy, etc. As the investigation method, by question vote
investigation to the main companies of the Hokkaido whereabouts, present condition grasp and a
problem are analyzed and a manager’s consciousness is clarified.
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4 中小企業から 2社( 2.6％)










































































































3 総務・管理部門 2社( 3.6％)
4 財務・会計・経理部門 0社( 0.0％)
5 研究開発部門 2社( 3.6％)

















































































5 社会的に高い地位を得るため 1社( 1.3％)























































































































1 大学などの教育機関 1社( 1.3％)
2 知人 34社(43.6％)
3 新聞・雑誌・書籍 2社( 2.6％)
4 コンサルティング会社 1社( 1.3％)
5 元の会社 17社(21.8％)
6 インターネット 0社( 0.0％)




































2 300万円～500万円未満 6社( 7.7％)
3 500万円～1000万円未満 5社( 6.4％)
4 1000万円～１億円未満 13社(16.7％)
5 1億円以上 4社( 5.1％)
6 その他 9社(11.5％) 表10 創業時の自己資金負担分
1 自己資金なし 12社(15.4％)
2 30％ 13社(16.7％)
3 50％ 7社( 9.0％)

















































































































































































6 41年以上 3社( 3.8％)












































4 社長独断で意思決定する 2社( 2.6％)




2 下請企業 1社( 1.3％)
3 専門誌・新聞 9社(11.5％)
4 金融機関 13社(16.7％)
5 コンサルタント会社 4社( 5.1％)
6 自社で考える 35社(44.9％)
7 インターネット 5社( 6.4％)











































































































































































































































































































1 1年未満 7社( 9.0％)
2 1年以上～3年未満 39社(50.0％)
3 3年以上～5年未満 12社(15.4％)
4 5年以上 6社( 7.7％)

















































5 人事部が指名 3社( 3.8％)
6 その他 4社( 5.1％)
表25 新規事業担当リーダーの選抜
1 経営者が指名 53社(67.9％)
2 アイデアの提供者 6社( 7.7％)
3 専門部署が指名 4社( 5.1％)
4 社外から採用 7社( 9.0％)
5 人事部が指名 2社( 2.6％)































































































































































































































































































































1 経営資源の不足 5社( 6.4％)
2 市場での評価が低かった 16社(20.5％)
3 社内での協力が得られなかった 5社( 6.4％)
4 新規事業リーダーのリーダーシップが不十分
4社( 5.1％)


























































































































1 経営者の認識不足 7社( 9.0％)
2 企業家精神をもっている人材不足 12社(15.4％)
3 新市場・技術に関する知識不足 46社(59.0％)
4 社内の反対が強い 2社( 2.6％)
5 関連部署の協力が得られない 3社( 3.8％)
6 補償制度が整備されていない 3社( 3.8％)








5 干渉をしない 0社( 0.0％)
6 補償制度を徹底的に整備 1社( 1.3％)
7 外部との連携 8社(10.3％)
企業にとって新しい経験である新規事業は、
当初の計画どおりに順調に育つことは難しい。
事業が軌道に乗れば問題ないのだが、初期段階
では計画で想定しなかった事態が起こったりす
る。とすれば、新規事業は、いかにすれば成功
し発展していくのか、その成長への戦略が重要
である。
新規事業の成功の要因の質問項目は（複数回
答）、経営者のリーダーシップ、進出分野の選
定が適切、企業家精神をもっている人材の確保、
適材な人材を社外から積極的に採用、外部との
連携、干渉をしないと補償制度を徹底的に整備
の７項目で回答してもらった。
新規事業の成功の要因について見ると（複数
回答）、第１位は経営者のリーダーシップの回
答項目で31社で39.7％である。次に、進出分野
の選定が適切の回答項目は25社で32.1％であ
る。第３位は企業家精神をもっている人材の確
保で、17社で21.8％である。適材な人材を社外か
ら積極的に採用の回答は11社で14.1％である。
外部との連携の回答は８社で10.3％である。干
渉をしない項目は０社(0.0％)である。補償制
度を徹底的に整備の回答は１社で1.3％である。
この数字から、新規分野の成功要因としては、
経営者がリーダーシップを発揮しているかどう
かが１つの要因であるといえる(27社、42.9％)。
普通、動機づけがうまくいって、１人１人がや
る気になっても、努力の内容がバラバラだと組
織の目的を達成することはできない。皆の努力
を１つに纏める力が必要になる。それがリー
ダーシップである。リーダーが素晴らしいリー
ダーシップを発揮しているグループは、メン
バーが纏めていて業績も好調である。また、進
出分野の選定が適切である項目も重要な要因の
１つであるといえる(21社、33.3％)。
表４の創業分野選定理由の項目でも、元の勤
務先の経験が生かされる分野は、28社(35.9％)
となっており、成功するためには進出分野の選
定が重要であることを物語っている。
新規事業を興したけれど上手くいかなかった
り、困難に直面している例は数多い。ある面で
は、企業にとっては創業よりも存続し、成長す
る方が難しいかも知れない。そして、新事業を
成功させるには、市場の分析、競争者の分析、
自社の強みと弱みなどを把握し、市場ニーズを
いかに取り入れるかが必要である。また、ライ
バル企業が簡単に真似できない独自の競争優位
性を持つべきであろう。
80 北海道地方経営者の意識調査
新規事業は成功しているだろうか。新規事業
の開始は、大半の企業では容易なことではない。
新規事業の経営成果の質問項目は、うまくいっ
ている、うまくいっていないの２項目で回答し
てもらった。
新規事業の経営成果について見ると、うまく
いっている項目の回答は31社で39.7％である。
一方、うまくいっていない項目の回答は20社で
25.6％である。このことから、回答企業の４割
(39.7％)が新規事業での経営がうまくいってい
ると評価している。また、新規事業の経営がう
まくいっていると回答した企業の数字が４割し
かなく、新規事業の難しさを物語っている。
表37 新規事業の経営成果
1 うまくいっている 31社(39.7％)
2 うまくいっていない 20社(25.6％)
７．結びにかえて
本稿では、北海道地方の企業の創業時期の状
況を知ることにより、創業の重要性を明らかに
することと創業期を経て以降の企業活動を明ら
かにすることに焦点を合わせて経営者の意識を
調査したものである。それを要約すれば次のよ
うな特徴をあげることができる。
本調査において、北海道地方企業の経営者な
らびに従業員のベンチャービジネス関する意識
の一端が理解できる。その特徴は、(1)社長自ら
20歳代は２割強(24.4％)、30歳代が２割(16.7
％)、40歳代が２割(19.2％)、50歳代と60歳代
を合わせると11社で14.1％である。また、非創
業者は19社で24.4％である。(2)「創業分野選
定」において、元の勤務先の経験が生かされる
分野を選択(28社で35.9％)、(3)経営信条（理
念）は誠実・努力(28社で35.9％)と社会的貢献
(24社で30.8％)というものである。つまり、北
海道地方の企業経営者の意識は、創業にあた
り、力を蓄えて創業の時期を窺い、約７割の会
社が創業者社長で、比較的若くて創業している
し(20代、30代)、誠実さと努力をするとともに
社会貢献にも参加するという姿である。
そして、成功させるためには創業時にいかに
経営資源(ヒト、モノ、カネ、情報)をうまく集
められるかである。そのうえで、創業が成功す
るかどうかは、リーダーの経営者がどれほどの
行動力、独創性、挑戦意欲、リーダーシップな
どを持っているかにかかっているといえる。
日本の経済が回復・成長軌道にもどるには、
なによりも旺盛な挑戦意欲のある経営者の誕生
とベンチャー企業の活動ともに、成熟・衰退期
にある企業の経営革新をすることが要請されて
いる。特に、ベンチャー企業が社会に求められ
ているのは、企業として雇用を起こしてくれる
だけではなく、経済構造がより発展して新しい
雇用の増大が期待できるからである。
それとともに、多くのベンチャー企業を誕生
させるためには、ベンチャー企業が生まれやす
い環境を整備し、成長段階に応じた支援体制を
構築していくことも重要である。また、北海道
地方の独自の豊富な経営資源、すなわち豊富な
農水産物などの天然資源の活用、観光、食をター
ケットにするベンチャー企業の誕生は北海道経
済再生の強みとなるに違いない。
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